
11.県の国際交流事業(2022年度当初予算措置事業計画)
【派遣】

事　業　名
新規

又は継続
事　　業　　内　　容 事業主体 実施時期 参加予定者・機関 相手国又は地域 部課名

ブラジル周年記念事業 新

ブラジル福岡県人会が90周年を迎
えるにあたり、訪問団を派遣し、県人
会と本県との連携強化及び県人会
の活性化を促進する。

県、（公財）福岡
県国際交流セン
ター

10月 県、県議会等 ブラジル

メキシコ・ボリビア周年記念事業 新

メキシコ福岡県人会が70周年、ボリ
ビア福岡県人会が50周年を迎える
にあたり、訪問団を派遣し、県人会と
本県との連携強化及び県人会の活
性化を促進する。

県、（公財）福岡
県国際交流セン
ター

1月 県、県議会等 メキシコ・ボリビア

国連ハビタットと連携した国際
協力人財育成事業

新

企業の若手経営者等に開発途上国
の現状や課題を体験させることによ
り、自社のノウハウ・技術等を用いて
途上国の課題解決に貢献できる人
材を育成する。

県、（公財）福岡
県国際交流セン
ター

1月
企業の若手経営
者等

カンボジア

第11回海外福岡県人会世界大
会

新

海外福岡県人会の創立記念の年
や、日系人関係の記念の年に合わ
せて、県から訪問団を派遣し現地の
県人会や政府関係者等と関係強化
を目的とする。

県、（公財）福岡
県国際交流セン
ター

11月 県、県議会等 ペルー

海外福岡県人会と連携した国
際人財育成事業

新

大学生、専修学校生等を海外の福
岡県人会（企業県人会）に派遣し、
海外でのビジネス体験の機会を与
えることにより、海外でも主体的に考
え、行動することができる人財を育
成する。

県、（公財）福岡
県国際交流セン
ター

8月
大学生、専修学校
生等

オーストラリア
シドニー

デリー準州との文化遺産分野
での交流

継

デリー準州へ文化遺産に携わる専
門家を派遣し、同州の文化遺産の
視察や意見交換などを実施し、両地
域の一層の交流を促進する。

実行委員会 11月（予定）
文化遺産関係の
専門家

インド
デリー準州

デリー準州友好提携15周年記
念事業

新

福岡県とデリー準州の友好提携15
周年を記念し、訪問団を相互派遣
し、両地域の一層の交流を促進す
る。

県 未定 県、県議会等
インド
デリー準州

世界に打って出る若者育成事
業

継

国際的な視野を備えた青年リー
ダーを育成するために、海外研修プ
ログラムを実施する県内の高校、大
学等に対し、補助金を支給する。

県内の高校、大
学等

7月1日～3月
31日の期間の
いずれか

高校、大学等の学
生

全地域

人づくり・県民生
活部
私学振興・青少
年育成局
政策課

ふくおかグローバル青年育成
事業

継
グローバルな視点を持ち、職場や団
体の中核的存在として地域で活躍
できる人財を育成する。

実行委員会
海外研修
11月13日～19
日

県内在住
18歳～35歳の
学生・社会人

台湾、シンガポー
ル

福岡県青少年囲碁交流事業 継
中国・江蘇省へ青少年を派遣し、囲
碁を通じて、日中の青少年の相互
理解と交流を促進する。

実行委員会 3月 小中高校生 中国江蘇省

青少年
アンビシャスの翼事業

継

国際力を身に付けた21世紀を担うた
くましい青少年の育成を図るため、
高校生を海外の青少年と一緒に地
域のために働く合宿型ボランティア
（国際ワークキャンプ）へ派遣する。

県

7月17日～
23日、
7月31日～
8月 6日

高校生 ベトナム

人づくり・県民生
活部
私学振興・青少
年育成局
青少年育成課

企画・地域振興
部
国際局
国際政策課

企画・地域振興
部
国際局
地域課
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事　業　名
新規

又は継続
事　　業　　内　　容 事業主体 実施時期 参加予定者・機関 相手国又は地域 部課名

外国人看護師候補者資格取得
支援事業

継

外国人看護師候補者に対して、看
護師免許取得のための学習支援を
県医師会が実施するにあたり、県医
師会の活動に助成する。
①インドネシア、フィリピンで集中講
義
②准看護師への国内での学習支援

（公社）福岡県医
師会

4月～3月 看護教員
インドネシア、フィ
リピン

保健医療介護
部
医療指導課
医師・看護職員
確保対策室

福岡県海外戦没者慰霊巡拝事
業

継
海外で戦没された本県出身の軍
人、軍属等の遺族により、現地で追
悼式及び慰霊巡拝を実施する。

（一財）福岡県遺
族連合会

①11月上旬
②2月中旬

本県出身戦没者
の遺族

①台湾（バシー海
峡地域）
②フィリピン（北部
地域）

福祉労働部
保護・援護課

タイRubyミッション団派遣事業 継

国際会議の開催に合わせ、県内
Ruby企業で構成されるミッション団
を派遣。現地Ruby企業の訪問や現
地Rubyエンジニアとの交流などを行
い、県内Ruby企業の技術交流や人
材確保につなげる。

福岡県Ruby・コン
テンツビジネス振
興会議

未定 県内企業、県 タイ

海外観光プロモーション推進事
業(海外観光客県内周遊促進
事業)

継

海外での観光商談会や現地で開催
される旅行博において、本県の観光
素材情報を効果的に発信し、本県
への旅行商品の早期造成を促進す
る。

県 通年
県、九州観光推進
機構

欧州等

海外観光プロモーション推進事
業(海外観光客県内周遊促進
事業)

継
現地の教育旅行関係者に対し、本
県の観光素材を紹介する。

県 未定 県 台湾

日韓海峡沿岸広域観光協議会
事業

継

北部九州4県および韓国南部地域1
市3道で日韓共同広域観光ルートを
広報宣伝し、両地域への誘客を促
進する。

日韓海峡沿岸広
域観光協議会

未定

福岡県
佐賀県
長崎県
山口県

韓国

県産農林水産物
輸出促進事業

継

○県産農林水産物の輸出促進
　①アジア向け対策
　・県産農水産物の販売促進フェア
　　開催
　・九州･山口連携販売促進ﾌｪｱ開
催
　②米国向け対策
　・県産農産物の販売促進フェア開
　　催
　・東海岸エリアにおける市場調査
　　及び試験販売
　・ハワイ州における県産農林水産
　　物のＰＲ

福岡県産品輸出
促進協議会、県

通年

生産者、輸出業
者、県内酒造業
者、県産品輸出促
進協議会、県等

香港、台湾、タイ、
シンガポール、ベ
トナム、マレーシ
ア、米国

農林水産部
輸出促進課

世界に挑む人材育成事業（高
校生海外留学支援）

継

短期の海外派遣プログラムに参加
する高校生に助成金を支給し、将来
世界を舞台に活躍し国際社会の持
続的発展を支える優秀な人材を育
成する。

福岡県教育委員
会

年間
高校1年生～3年
生

米国等
教育庁
教育振興部
高校教育課

トップアスリート育成強化事業 継

選手を海外に派遣することで、世界
のトップレベルを体験させ、早期から
世界に対する高い意識を醸成。ま
た、同行する指導者にとっても、海
外の先進的活動を視察することで、
指導力向上が図られるなど、恒常的
にトップアスリートを輩出する組織体
制を整備する。

（公財）福岡県ス
ポーツ協会

年間
原則として中学生
の有望選手

未定
（ロンドン等を想
定）

教育庁
教育振興部
体育スポーツ健
康課

商工部
新産業振興課
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【受入】

事　業　名
新規

又は継続
事　　業　　内　　容 事業主体 実施時期 参加予定者・機関 相手国又は地域 部課名

アジアンビートを活用したインド
ネシアからの誘客促進事業

継

インドネシアの若者に影響力のある
インフルエンサーを招へいし、福岡
の魅力的な観光スポットや体験を動
画やSNSで発信およびキャンペーン
の実施する。

実行委員会 4月～3月 インフルエンサー インドネシア

海外県人会人材育成・活用推
進事業

継

将来の県人会を担う子弟を福岡に
招き、福岡に対する興味を高めるこ
とにより、県人会の中核を担う人材を
育成する。

県 未定
県人会の子弟
（小学高学年）

北米又は中南米

移住者子弟留学生事業 継
海外県人会の子弟を県内の大学等
に一年間留学生として受入れ、県人
会活動を担う人材を育成する。

（公財）福岡県国
際交流センター

4月～3月
県人会の子弟
（大学生）

北米又は中南米

日韓海峡沿岸県市道交流知事
会議

継

日韓海峡沿岸地域の交流を促進す
るため、８県市道の首長が意見交換
を行う。令和４年度は、福岡県で開
催予定。

実行委員会
　福岡県
　佐賀県
　長崎県
　山口県

10月（予定）
日韓海峡沿岸８県
市道の首長

韓国側
 釜山広域市
 全羅南道
 慶尚南道
 済州特別自
 治道

企画・地域振興
部
国際局
地域課

アジア・オセアニア地域とのラグ
ビー交流大会

継

アジア・オセアニア地域へのラグ
ビーの普及・発展をめざして、アジ
ア・オセアニア地域の中学生を招へ
いしラグビー交流大会を実施する。

実行委員会 9月頃
中学生及び指導
者

アジア・オセアニ
ア地域10カ国程
度

ニューサウスウェールズ州との
交流

継

本県のゴールデンエイジ向けプログ
ラムへの同州のＦＴＥＭ内容の取り
込み及び本県のタレント発掘事業の
具体的説明。
※ＦＴＥＭとは、各発達段階（幼児期
～成人期）までの一貫したスポーツ
プログラム

県 11月頃
オーストラリアス
ポーツ部局関係者

オーストラリア

福岡女子大学短期留学生受入
プログラム

継

学術交流協定を締結している海外
の有力大学から学生を受け入れ、
日本の現代若者文化と伝統文化に
焦点を当てた6か月のプログラムを
実施する。

公立大学法人福
岡女子大学

4月～9月(6か
月）
10月～3月(6
か月）
の2回

右記の国・地域の
留学生

インド、インドネシ
ア、台湾、韓国、
スリランカ、タイ、
ベトナム、マレー
シア、ベルギー、
ドイツ、アイスラン
ド、スウェーデン、
英国、ポーランド、
クロアチア、フィン
ランド、フランス、
米国、カナダ

人づくり・県民生
活部
私学振興青少
年育成局
政策課

アジア自治体間環境協力推進
事業

継

アジア諸地域から環境施策の中核
を担う行政官を本県に招き、公害克
服の取組や環境技術、政策等に関
する国際環境人材育成研修を実施
する。

県
①10月(予定)
②11月(予定)
③1月(予定)

①江蘇省の行政
官
②タイ（中央政府、
バンコク都）、ベト
ナム（ハノイ市）、イ
ンド（デリー準州）
の行政官
③タイ(バンコク都)
の行政官

①中国
②タイ、ベトナム、
インド
③タイ

環境部
環境政策課

台湾貿易センター国際企業人
材育成センター（ITI）日本研修
受入事業

継

台湾経済界の将来を担う人材を対
象として、県内企業でのインターン
シップを実施し、台湾との経済交流
を推進する。

台湾貿易セン
ター、県

1月下旬～2月
中旬

ITI研修生 台湾
商工部
商工政策課

北九州空港を起点とした新たな観光
ルートPRのための旅行会社やインフ
ルエンサー等の招請を実施する。

九州運輸局、福
岡県、北九州市、
山口県、大分県

未定
現地旅行会社、イ
ンフルエンサー

台湾、中国
商工部
観光局
観光振興課

現地旅行会社、メディア等を招請
し、本県の観光素材・モデルルート
の視察を実施する。

県 未定
現地旅行会社、メ
ディア

タイ・マレーシア
商工部
観光局
観光振興課

人づくり・県民生
活部
スポーツ局
スポーツ企画課

企画・地域振興
部
国際局
国際政策課

インバウンド誘客先多角化促進
事業

継
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事　業　名
新規

又は継続
事　　業　　内　　容 事業主体 実施時期 参加予定者・機関 相手国又は地域 部課名

海外観光プロモーション推進事
業(海外観光客県内周遊促進
事業)

継
現地旅行会社、メディア等を招請
し、本県の観光素材・モデルルート
の視察を実施する。

県 未定
現地旅行会社、メ
ディア

欧州、中国等
商工部
観光局
観光振興課

農業分野での国際交流拡大・
強化事業

継
ハノイ市が抱える課題を共有し、解
決を図るため、営農技術の指導や
意見交換、視察等を実施する。

県 10～12月頃
農業分野の技術
系行政官

ベトナム
(ハノイ市)

農林水産部
農林水産政策
課

県産農林水産物
輸出促進事業

継

○県産農林水産物の輸出促進
　①アジア向け対策
　・農林水産物のバイヤー招へい
　②【新】米国向け対策
　・八女茶、みかんのバイヤー招へ
い

福岡県産品輸出
促進協議会、九
州貿易振興協議
会

未定

海外バイヤー、輸
出業者、福岡県産
品輸出促進協議
会、九州貿易振興
協議会等

ベトナム、マレー
シア、米国等

農林水産部
輸出促進課

日韓海峡沿岸水産関係交流事
業

継

日韓知事サミットを受け、水産関係
者による派遣と受入を交互に実施。
交流会議及び共同事業を実施す
る。

日韓海峡沿岸水
産関係交流事業
推進協議会

①10月（予定）
②11月（予定）

①【交流会議、共
同放流】
韓国（1市3道）及
び日本（4県）の水
産関係行政職員

②【漁業者親睦交
流】
韓国の漁業者、水
産関係行政職員
及び日本（4県）の
漁業者、水産関係
行政職員

韓国（釜山広域
市、全羅南道、慶
尚南道、済州特別
自治道）

農林水産部
水産局
漁業管理課

【相互派遣】

事　業　名
新規

又は継続
事　　業　　内　　容 事業主体 実施時期 参加予定者・機関 相手国又は地域 部課名

豪州ニューサウスウェールズ州
交流促進事業

新

豪州ニューサウスウェールズ州へ訪
問団を派遣し、本県の認知度向上
を図るとともに、スポーツ・観光等の
分野で今後の交流に関して協議す
る。
また、州政府訪問団の来日の機会
を捉えて、本県を訪問してもらう予
定。

県
派遣：8月
受入：未定

県 豪州

企画・地域振興
部
国際局
国際政策課

江蘇省友好提携30周年記念事
業

新
福岡県と江蘇省の友好提携30周年
を記念し、訪問団を相互派遣し、両
地域の一層の交流を促進する。

実行委員会

派遣：7月（予
定）

受入：6月（予
定）

県及び江蘇省の
幹部等

中国江蘇省

ハワイ州姉妹提携40周年記念
事業

継
福岡県とハワイ州の姉妹提携40周
年を記念し、訪問団を相互派遣し、
両地域の一層の交流を促進する。

実行委員会

派遣：未定
（予定）

受入：8月

県及びハワイ州の
幹部等

米国
ハワイ州

バンコク都友好提携15周年記
念事業

継
福岡県とバンコク都の友好提携15周
年を記念し、訪問団を相互派遣し、
両地域の一層の交流を促進する。

実行委員会
派遣：未定
受入：未定

県及びバンコク都
の幹部等

タイ・バンコク都

未来技術分野での青少年交
流・育成事業

継

未来技術分野を専攻する福岡県と
タイ・バンコク都の学生を相互派遣
し、企業・教育機関での研修や学生
共同のワークショップを行うことで、
世界的な視野を持った青少年を育
成する。

実行委員会 未定

未来技術分野を専
攻する大学生、工
業高等専門学校
生等

タイ・バンコク都

友好提携地域との高校生交流
事業

新
福岡県とバンコク都との間で高校生
を相互に派遣し、ディスカッションや
フィールドワークを実施する。

（公財）福岡県国
際交流センター

未定
県及びバンコク都
の高校生

タイ・バンコク都

企画・地域振興
部
国際局
地域課
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事　業　名
新規

又は継続
事　　業　　内　　容 事業主体 実施時期 参加予定者・機関 相手国又は地域 部課名

アジア太平洋こども会議・イン
福岡

継
アジア太平洋諸国・地域との相互理
解を促進し、国際感覚あふれる青少
年を育成する。

NPO法人アジア
太平洋こども会
議・イン福岡

派遣：【春】
令和5年3月下
旬から1週間程
度

招聘：
令和4年7月～
11月

派遣：【春】
小学5年生～高校
3年生
（最大30人）

招聘：
世界各国のこども
（11歳前後）
福岡県内在住のこ
ども（小4～小6）
（計220人）

派遣：【春】
2か国・地域程度

招聘：
アジア太平洋約
35か国・地域

人づくり・県民生
活部
私学振興・青少
年育成局
政策課

福岡県青少年国際スポーツ交
流事業

継

派遣：
中国・江蘇省で開催される国際青少
年サッカー大会へ青少年を派遣し、
スポーツを通じた青少年交流を実施
する。

受入：
福岡県で開催される小学生のサッ
カー大会に、中国・江蘇省の小学生
サッカーチームを受け入れ、スポー
ツを通じた青少年交流を実施する。

県

派遣：
7月～8月

受入：
2月

小学生及び指導
者

中国江蘇省

人づくり・県民生
活部
私学振興・青少
年育成局
青少年育成課

中小企業海外販路開拓支援事
業

継

中小企業の海外展開のニーズに対
応した国・分野別のオンライン商談
に向けた事前準備のためのワーク
ショップから、商談会の開催、その後
の支援までシームレスで対応するこ
とで、ビジネス成約の確度を高める。

県、福岡アジアビ
ジネスセンター

9月～11月（予
定）

県内企業等 未定
商工部
新事業支援課

文化財専門員の交流派遣事業 継

文化財専門職員を相互派遣し、九
州歴史資料館を活動の拠点に県内
外の文化財を視察する。
報告会を実施し、福岡県と韓国の文
化財の相互比較及び共通理解を図
る。

県教委
令和５年１月
予定（１５日
間）

研究者 韓国
教育庁教育総
務部
文化財保護課

【イベント】

事　業　名
新規

又は継続
事　　業　　内　　容 事業主体 実施時期 参加予定者・機関 相手国又は地域 部課名

アジア獣医師会連合（FAVA)
大会を契機としたワンヘルス推
進

新

本県のワンヘルスの先進的な取組
を国内外に発信するため、令和4年
11月に福岡市で開催される「アジア
獣医師会連合（FAVA)大会」におい
てワンヘルス農林水産物等の利用
や「ワンヘルスの森」の現地視察等
を支援する。

県
アジア獣医師会
連合（FAVA)

11月
アジア獣医師会連
合（FAVA)加盟国
の獣医師等

アジア・オセアニ
アの23ヵ国・地域

農林水産部
農林水産政策
課

福岡県“One Health”国際
フォーラム開催事業

継

人獣共通感染症などに対して、各分
野の世界トップクラスの研究者がワ
ンヘルスアプローチにより解決する
ことを目指し、研究成果などを世界
に向けて発信する。

福岡県“One
Health”国際
フォーラム実行委
員会

11月
医療、獣医療等分
野の専門家等

アジア諸国をはじ
めとする世界各国

保健医療介護
部
保健医療介護
総務課
ワンヘルス総合
推進室
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【その他事業】

事　業　名
新規

又は継続
事　　業　　内　　容 事業主体 実施時期 参加予定者・機関 相手国又は地域 部課名

海外広報事業 継
福岡県の魅力や福岡で生活する上
で必要となる安心・安全情報等を外
国語ホームページにて発信する。

県 通年 － ー
総務部
県民情報広報
課

国際金融機能形成促進事業 新

①海外の金融関連展示商談会への
出展
②資産運用業と地元企業等のマッ
チングイベント
③FinTech企業と地元金融機関等の
マッチングイベント
④海外の金融機関等を招聘し本県
の魅力をPR

①TEAM
FUKUOKA
②③④県

未定
国内外の金融機
関等

①④海外
②③国内外

企画・地域振興
部
総合政策課

観光スポット情報の発信 継
観光スポットを外国人向けに、多言
語で発信する。

朝倉地域広域連
携プロジェクト推
進会議

5月～3月 -
英語、中国語（繁
体字）、韓国語

企画・地域振興
部
市町村振興局
政策支援課

観光案内システムによる観光ス
ポット等の情報発信

新
観光スポットや飲食店舗などの情報
を外国人向けに、多言語で発信す
る。

筑後田園都市圏
構想推進費

通年 -
英語、中国語（繁
体字、簡体字）、
韓国語

企画・地域振興
部
市町村振興局
政策支援課

アジアンビート推進事業 継

多言語ウェブサイト「アジアンビート」
を通じて福岡の若者文化や魅力を
発信し、本県の知名度や好感度の
向上を図るとともに、人、モノの交流
を促進する。

実行委員会 4月～3月 - アジア

外国人材受入対策事業
（福岡県外国人相談センター）

継

「福岡県外国人相談センター」を運
営し、市町村と連携して、全市町村
の窓口で、外国人の相談に多言語
で対応する。さらに地方に住む外国
人も相談できるよう出張相談会を実
施する。

県 4月～3月 県 -

日本語教育環境整備事業 新

モデル市町村を選定において、市
町村、外国人を雇用する事業者、日
本語ボランティア等で構成される協
議会を設置
外国人や事業者のニーズ、その地
域の実態に即した教室の運営を行
う。

市町村、県 4月～3月 市町村、県 -

県人会担い手育成・活用推進
事業（オンライン日本語教室）

新

県人会の子弟に向けて、オンライン
上で日本語教育を実施し、日本語
を学びながら福岡県についても知っ
てもらうことで、本県と県人会との交
流促進及び県人会の活性化につな
げる。

県 4月～
県人会子弟、その
他日本語に興味
がある県人会会員

北米及び中南米

青少年国際理解促進支援事業 継

県内学校等に海外留学生や青年海
外協力隊OB・OGを派遣し、実体験
を踏まえた講座を行うことで、青少年
の国際理解促進を図る。

県 4月～3月
県内小・中・高等
学校及びアンビ
シャス広場

-

外国人地域防災力強化事業 新

県が外国人住民に対する防災訓練
等を実施し、モデルケースを示すこ
とで、各市町村や各圏域が、外国人
住民に対して平時から防災に関す
る情報を提供し、外国人住民を対象
とした防災訓練を実施することを促
進する。

県 6月～3月

県内市町村
外国人住民
災害時通訳・翻訳
ボランティア等

-

世界文化遺産保存・活用事業 継

古代東アジア地域の交流・航海・祭
祀に関する調査研究の継続・拡大
のため、国内外の専門家に研究を
委託。令和４年度は海外の専門家を
招聘して国内視察および最終検討
会、一般向けの報告会を実施する。

「神宿る島」宗像・
沖ノ島と関連遺産
群保存活用協議
会

8～9月
国内視察
12月
最終検討会
3月
報告会

調整中 韓国、中国
人づくり・県民生
活部
文化振興課

企画・地域振興
部
国際局
国際政策課
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事　業　名
新規

又は継続
事　　業　　内　　容 事業主体 実施時期 参加予定者・機関 相手国又は地域 部課名

自転車ルール・マナー周知徹
底推進事業

継

日本語学校生徒等の外国人向け啓
発の実施
①外国人向けの啓発チラシを作成
し、訪日外国人が利用する施設（空
港、港）のほか、市町村、外国語学
校等を通じ配布する。
②日本語学校において、各警察署
と協力して自転車シミュレーターを
活用した交通安全教育を実施する。

交通事故をなくす
福岡県県民運動
本部

随時
①なし
②日本語学校の
学生

①英語、中国語、
韓国語、ベトナム
語、ネパール語、
タガログ語表記
②未定

人づくり・県民生
活部
生活安全課

アンビシャス外国留学支援事
業

継

国際的に活躍する人材の育成を推
進するため、外国大学へ留学する
福岡県内の青少年を対象に奨学金
を支給する。

県 4月～3月 ー
米国、英国、カナ
ダ等

人づくり・県民生
活部
私学振興・青少
年育成局
政策課

私立高等学校運営費補助金 継

福岡県私学協会が主催するアジア
諸国との生徒・教員の相互交流事
業に参加する私立高等学校に対
し、私立学校経常費補助金を加算
する。

私立高等学校

未定
※新型コロナ
ウイルス感染
症の流行状況
によっては、中
止の可能性
有。

未定

アジア諸国（マ
レーシア、シンガ
ポール、タイ王
国、ベトナム等）

「Stanford e-Fukuoka」プログラ
ム事業

新

高校生を対象に米国のスタンフォー
ド大学が開発・運営する英語による
異文化理解教育プログラムをオンラ
インで実施する。
プレゼンテーションの成績優秀者２
名を米国スタンフォード大学修了式
に派遣する。(オンライン開催の場
合、派遣は行われない。)

県、県教育委員
会、在福岡米国
領事館

4月～8月 高校生 米国

東京オリパラレガシー事業ふく
おかスポーツ振興プロジェクト

新

東京2020オリンピック・パラリンピック
を契機としたスポーツの振興及び地
域の活性化が地域に根付くよう、ホ
ストタウンが実施するスポーツ交流
事業に対する財政的支援を実施す
る。

県 4月～3月 県、市町村

＜キャンプ地誘致
対象国＞
【東京2020オリン
ピック・パラリンピッ
ク】
カザフスタン、タ
イ、フィンランド、ド
イツ、南アフリカ、
オセアニア諸国、
スウェーデン、ノル
ウェー、ケニア、ブ
ルガリア、ロシア、
ルーマニア、イギリ
ス、コロンビア、ベ
ラルーシ、ジョー
ジア、アフガニスタ
ン

人づくり・県民生
活部
スポーツ局
スポーツ企画課

医療に関する多言語支援事業 継

・医療通訳者派遣
対象：医療機関
内容：医療機関からの依頼に応じ、
医療通訳ボランティアを派遣する。
言語：英、中、韓、タイ、ベトナム

・医療に関する外国語対応コールセ
ンター
対象：外国人、医療機関
内容：コールセンターを設置し、電
話通訳、医療に関する案内を行う。
言語：英語、中国語、韓国語等21か
国語

・タブレットによるテレビ電話通訳
対象：医療機関
内容：医療機関からの依頼に応じて
タブレットを貸与し、タブレットを介し
た医療通訳を行う。
言語：英語、中国語、韓国語等12か
国語

・医療機関向けワンストップ相談窓
口
対象：医療機関
内容：医療機関に対し、外国人患者
受入に係る様々な相談にワンストッ
プで対応する。
言語：日本語

県（委託で実施） 4月～3月 － 対応言語の地域
保健医療介護
部
医療指導課

外国人看護師候補者就労支援
研修事業

継

EPA（経済連携協定）に基づく、外
国人看護師候補者の日本語能力獲
得及び受入施設の研修支援体制の
充実化への助成を行う。

国 4月～3月 －
インドネシア、フィ
リピン、ベトナム

保健医療介護
部
医療指導課
医師・看護職員
確保対策室

人づくり・県民生
活部
私学振興・青少
年育成局
私学振興課

－29－



事　業　名
新規

又は継続
事　　業　　内　　容 事業主体 実施時期 参加予定者・機関 相手国又は地域 部課名

外国人留学生等の参入促進事
業

継
介護福祉士養成施設に対し、留学
生の確保や日本語学習支援等の取
組に要する経費を助成する。

県 4月～3月 - -

外国人留学生奨学金等支援事
業

継

介護施設等が介護福祉士資格の取
得を目指す留学生に対し奨学金等
を支給（給付又は貸与）した場合
に、その経費の一部を助成する。

県 4月～3月 - -

外国人介護人材受入支援モデ
ル事業

継

介護施設・事業所に対する外国人
介護人材受入の土台作りのための
研修、セミナー及びマッチング支援
のためのイベント等の事業に要する
経費の一部を助成する。

福岡市 4月～3月 － －

外国人介護人材受入れ施設環
境整備事業

継

外国人介護人材の受入れ（予定）施
設等が行う外国人介護人材とのコ
ミュニケーション支援や資格取得支
援・生活支援等に係る取組に要する
経費の一部を助成する。

県 4月～3月 － -

外国人介護福祉士候補者学習
支援事業

継

EPA（経済連携協定）に基づく介護
福祉士候補生を受け入れた施設に
対し、介護分野の専門知識や日本
語を学ぶ研修費用を助成する。

県 4月～3月 －
インドネシア、フィ
リピン、ベトナム

外国人介護職職員介護技能等
向上事業

継

介護職種の技能実習生及び介護分
野における第１号特定技能外国人
を対象として、介護の日本語やコミュ
ニケーション技術等に関する集合研
修を実施する。

県（委託で実施） 4月～3月 - -

外国人材を受け入れる企業に
対する支援事業

継

①「外国人材受入企業相談窓口」の
設置による、外国人材受入に係る企
業向け相談・支援体制の構築
②「外国人材受入企業講習会」の実
施による、労働基準関連法令や労
務管理等の企業への啓発
③県内監理団体に対する研修・啓
発
④福岡県内の外国人受入好事例の
収集及び発信

県（委託で実施） 4月～3月
外国人材受入企
業・監理団体

未定

外国人技能実習生等受入事業
緊急支援事業

新

外国人技能実習生等の円滑かつ適
正な受入れに資するよう、外国人実
習生等が入国後に要請される水際
対策に際して受入企業等が負担す
る経費を助成する。

県
4月～9月
※10月以降は
未定

外国人材受入企
業・監理団体

未定

日韓海峡沿岸環境技術交流事
業

継

日韓海峡沿岸地域の8県市道で政
策・研究事例発表会を開催するなど
環境分野における共同事業を実施
する。

日韓海峡沿岸環
境技術交流協議
会

4月～3月

日韓海峡沿岸環
境技術交流協議
会を構成する8県
市道の環境分野
の施策担当者

韓国
釜山広域市
全羅南道
慶尚南道
済州特別自治道

アジア自治体間環境協力推進
事業

継

アジア諸地域の環境問題の解決に
貢献するため、過去の公害を克服
する過程で本県に蓄積された環境
技術やノウハウなどを活用し、アジア
諸地域への環境協力を推進する。

県 4月～3月 県、現地政府等

①ベトナム・ハノイ
市
②中国・江蘇省
③タイ・バンコク都
④タイ・中央政府
⑤ベトナム・トゥア
ティエン・フエ省
⑥インド・デリー準
州

県内企業環境技術海外展開支
援費

新

本県に蓄積された環境技術やノウハ
ウ等を現地行政担当者や企業関係
者に発信し、県内企業とのネット
ワークを構築するとともに、円滑な海
外展開・ビジネスマッチングに繋げ
る。

県 未定
県内・タイ・ベトナ
ム企業

タイ、ベトナム

海外企業誘致センター事業 継

対日投資に関心の高い地域や本県
との交流を有する地域の海外企業
をターゲットとした海外企業誘致す
る。

県 通年 海外企業

北欧を含む欧州
諸国、中国、韓
国、台湾を含むア
ジア諸国、米国等

商工部
企業立地課

保健医療介護
部
高齢者地域包
括ケア推進課
介護人材確保
対策室

保健医療介護
部
高齢者地域包
括ケア推進課
介護人材確保
対策室

福祉労働部労
働局
労働政策課

環境部
環境政策課
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事　業　名
新規

又は継続
事　　業　　内　　容 事業主体 実施時期 参加予定者・機関 相手国又は地域 部課名

体験・交流・滞在型観光資源開
発事業

継

本県の新たな観光資源としてサイク
ルツーリズムを推進し、国内外から
の誘客を促進する。具体的には、サ
イクリング旅行商品の造成、海外旅
行会社等の招聘旅行や展示会の出
展等により、情報発信を行う。

県 未定
海外からの旅行
者、海外旅行社、
海外専門メディア

台湾

地場産業振興事業（伝統工芸
インバウンド事業）

継
国内外の需要を取り込むため、産地
組合が実施するファッションショーの
開催などを支援する。

久留米絣協同組
合

3月予定
久留米絣協同組
合、バイヤー等

未定

Food EXPO Kyushu 運営 継

県産農林水産物及び加工品の販路
拡大や認知度向上を図るため、国
内外のバイヤーを招聘する食品商
談会を開催（コロナ禍の影響を受
け、開催内容を検討中）。

福岡県、福岡市、
福岡県商工会連
合会、ジェトロ福
岡、福岡商工会
議所

10月
食品事業者、バイ
ヤー

【R3年度実績】
台湾、タイ、シンガ
ポール（3カ国地
域）

農林水産部
福岡の食販売
促進課

タブレット端末を介した通訳
サービスの活用

継

外国人による入居希望の相談や入
居後の生活相談に対応するための
タブレット端末を介した通訳サービス
の活用。
【対応地区】福岡地域

福岡県住宅供給
公社

通年 -
英語、中国語、韓
国語、タイ語、ロシ
ア語

建築都市部
県営住宅課

英語教育充実事業 継

ALT（外国語指導助手）を招致し、
小・中・高等学校における英語教育
の改善・充実及び国際化に対応し
た教育の推進に寄与する。

県教委 通年

JETプログラム参加
者・一般財団法人
自治体国際化協
会（CLAIR)

米国等（英語圏）
教育庁
教育振興部
高校教育課

多言語対応機能強化事業（窓
口等対応力強化事業）

継

警察署会計課窓口、留置施設及び
運転免許試験場窓口への多言語翻
訳機能付きタブレット端末を整備す
る。

県警 通年 － 英語等

多言語対応機能強化費（部内
通訳員育成事業）

継

ネパールにおける海外語学研修を
実施し、ネパールの国民性や文化・
習俗等に精通した通訳人の育成及
び通訳体制の整備を図る。

県警 通年 － ネパール

110番通報受理にかかる多言
語対応機能の強化

継

外国人からの緊急通報（110番通
報）を受理した際に、外国語コール
センターに接続し、多言語対応通話
による三者通話を実施する。

県警 通年 － 20ヵ国語

多言語対応機能強化事業 継
部内通訳要員の語学力測定等によ
る語学力の維持･向上。

県警 通年 －
英語、中国語、韓
国語

多言語対応機能強化事業 継
部内通訳要員の民間委託研修によ
る語学能力向上。

県警 通年 －
英語、中国語、韓
国語

※2022年度に予算措置された事業を掲載しており、実施の有無については、県庁担当課及び県警察本部にお問い合わせください。

警察本部

商工部
観光局
観光政策課
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